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し
、
心
身
の
故
障
の
た
め
業
務
に
堪
え

ら
れ
な
い
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
、
勤
務

状
況
が
著
し
く
不
良
で
引
き
続
き
従
業

員
と
し
て
の
職
責
を
果
た
し
得
な
い
こ

と
等
就
業
規
則
に
定
め
る
解
雇
事
由
ま

た
は
退
職
事
由
（
年
齢
に
係
る
も
の
を

除
き
ま
す
）
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、

再
雇
用
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
（
厚
生
労
働
省
『
高
年
齢
者

雇
用
安
定
法
Ｑ
＆
Ａ
』）。
そ
の
た
め
、

本
書
式
に
お
い
て
も
こ
れ
ら
の
場
合
を

除
外
し
て
い
ま
す
。

⑵　

手
続
き
（
第
２
条
）

　

定
年
後
再
雇
用
は
、
前
述
の
と
お
り

希
望
者
全
員
を
対
象
と
す
る
必
要
が
あ

る
た
め
、
定
年
前
に
希
望
の
有
無
を
確

認
し
て
お
く
べ
き
で
す
。

げ
を
希
望
す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
定
年
後
再
雇
用
は
、
有
期

雇
用
契
約
で
す
の
で
、
契
約
期
間
中
に

使
用
者
が
一
方
的
に
賃
金
を
引
き
下
げ

ら
れ
る
仕
組
み
を
有
し
て
い
な
い
こ
と

が
多
い
で
す
。

　

ま
た
、
契
約
更
新
時
に
使
用
者
が
賃

金
の
減
額
を
提
案
し
た
と
し
て
も
、
再

雇
用
社
員
が
同
意
し
な
け
れ
ば
賃
金
の

減
額
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

さ
ら
に
、
再
雇
用
契
約
に
も
、
労
働

契
約
法
19
条
の
規
制
〔
一
定
の
更
新
の

期
待
が
あ
る
有
期
雇
用
契
約
に
つ
い

て
、
客
観
的
合
理
性
お
よ
び
社
会
通
念

上
相
当
性
が
認
め
ら
れ
な
い
か
ぎ
り
、

更
新
拒
絶
（
雇
止
め
）
は
認
め
ら
れ
な

い
と
い
う
規
制
〕
は
適
用
さ
れ
る
と
考

え
ら
れ
て
い
る
た
め
、
再
雇
用
社
員
が

賃
金
の
減
額
を
拒
否
し
た
こ
と
を
理
由

と
し
て
雇
止
め
す
る
こ
と
は
容
易
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　

以
上
の
と
お
り
、
定
年
後
再
雇
用
に

お
い
て
は
、
65
歳
ま
で
の
間
に
お
い

て
、
賃
金
を
引
き
下
げ
る
こ
と
が
容
易

で
は
な
い
た
め
、
当
初
の
定
年
後
再
雇

用
契
約
（
１
年
目
）
の
締
結
時
に
お
い

て
、
賃
金
額
を
適
正
な
金
額
に
設
定
し

て
お
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

本
書
式
作
成
に
あ
た
っ
て
の 

留
意
点

●２⑴　

定
年
後
再
雇
用
（
第
１
条
）

　

定
年
後
再
雇
用
は
、
希
望
者
全
員
を

対
象
と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
た
だ

定
年
後
再
雇
用
の 

実
務
に
お
け
る
留
意
点

●１
　

定
年
後
再
雇
用
と
は
、
高
年
齢
者
雇

用
安
定
法
（
以
下
、「
法
」
と
い
い
ま

す
）
に
お
い
て
求
め
ら
れ
て
い
る
高
年

齢
者
雇
用
確
保
措
置
の
１
つ
で
す
。

　

実
務
的
に
は
、
60
歳
定
年
の
あ
と
、

１
年
間
の
有
期
雇
用
契
約
（
再
雇
用
契

約
）
を
締
結
し
、
65
歳
ま
で
更
新
す
る

仕
組
み
と
す
る
こ
と
が
多
い
で
す
。

　

そ
れ
以
外
の
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措

置
に
は
、
定
年
年
齢
の
65
歳
ま
で
の
引

上
げ
や
定
年
の
廃
止
が
あ
り
ま
す
。

　

定
年
後
再
雇
用
に
お
い
て
、
使
用
者

が
、
再
雇
用
社
員
の
能
力
が
賃
金
に
見

合
っ
て
い
な
い
と
し
て
、
賃
金
の
引
下 定

年
後
再
雇
用
規
程
（
一
部
）

２月号…子の看護等休暇に関する規定（改正対応）
３月号…�介護休業および介護両立支援制度等の説明書兼意

向確認書
４月号…名刺取扱規程
５月号…定年後再雇用規程（一部）
６月号…選択的週休３日制に関する規程

定
年
後
再
雇
用
に
お
い
て
は
、
期
間
中
や
更
新
時
の
、
賃
金
の
引
下

げ
を
は
じ
め
と
す
る
労
働
条
件
の
変
更
が
容
易
で
は
な
い
等
の
問
題

が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
今
回
は
、
定
年
後
再
雇
用
規
程
に
つ
い
て
、

そ
の
留
意
点
を
解
説
し
ま
す
。

76

田
　
村
　
裕
一
郎

弁
護
士

古
　
田
　
裕
　
子

弁
護
士
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た
む
ら
　
ゆ
う
い
ち
ろ
う
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。YouTube

に

て
「
弁
護
士
田
村
裕
一
郎
チ
ャ
ン
ネ
ル
」
を
運
営
。

ふ
る
た
　
ひ
ろ
こ
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。

一
賃
金
の
規
制
に
反
す
る
リ
ス
ク
が
高

ま
り
ま
す
の
で
、
注
意
す
べ
き
で
す
。

⑶　

更
新
時
（
第
３
条
）

　

更
新
時
も
、
定
年
後
再
雇
用
の
初
回

契
約
時
（
第
２
条
第
２
項
）
と
同
じ
文

言
を
用
い
て
い
ま
す
。
理
由
は
、
合
意

に
よ
っ
て
労
働
条
件
を
変
更
す
る
こ
と

は
可
能
で
あ
り
、
ま
た
、
加
齢
の
影
響

等
に
よ
っ
て
、
再
雇
用
社
員
側
も
業
務

の
軽
減
を
希
望
す
る
場
合
も
あ
り
得
る

か
ら
で
す
。

　

も
っ
と
も
、
前
述
の
と
お
り
、
更
新

時
に
一
方
的
に
労
働
条
件
を
引
き
下
げ

る
こ
と
は
困
難
で
す
の
で
、
運
用
上
、

「
交
渉
不
成
立
＝
労
働
条
件
の
合
意
が

で
き
な
い
」
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
雇

い
止
め
を
す
る
こ
と
は
非
常
に
リ
ス
ク

が
高
い
こ
と
を
念
頭
に
置
く
べ
き
で
す

（
そ
の
た
め
、
繰
り
返
し
に
な
り
ま
す

が
、
初
回
契
約
の
労
働
条
件
の
提
案
内

容
を
慎
重
に
す
べ
き
で
す
）。

⑷　

配
転
に
つ
い
て

　

再
雇
用
社
員
に
つ
い
て
は
、
配
転
が

な
い
と
の
契
約
内
容
に
な
っ
て
い
る
こ

と
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、

65
歳
ま
で
の
５
年
間
と
い
う
期
間
を
考

慮
す
る
と
、
就
業
場
所
や
業
務
内
容
を

変
更
す
る
必
要
性
が
生
じ
る
可
能
性
は

低
く
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、
再

雇
用
社
員
に
つ
い
て
も
配
転
命
令
権
は

定
め
て
お
く
べ
き
と
考
え
ま
す
。

　

こ
の
場
合
、
労
働
条
件
通
知
書
に
お

け
る
「
変
更
の
範
囲
」
を
ど
の
よ
う
に

記
載
す
る
か
が
問
題
と
な
り
ま
す
が
、

同
一
労
働
同
一
賃
金
を
考
慮
し
て
、

「
変
更
の
範
囲
」
を
正
社
員
よ
り
は
限

定
し
て
お
く
べ
き
と
考
え
ま
す
。�

●▲

　

ま
た
、
定
年
後
再
雇
用
は
、
定
年
前

と
同
一
の
労
働
条
件
に
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
使
用

者
に
お
け
る
業
務
量
や
再
雇
用
社
員
の

希
望
や
能
力
等
を
踏
ま
え
て
、
再
雇
用

に
お
け
る
労
働
条
件
を
提
示
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
一
般
的
に
は
、
定
年
前

よ
り
賃
金
額
が
下
が
る
こ
と
が
多
い
で

す
が
、
法
に
反
せ
ず
、
か
つ
同
一
労
働

同
一
賃
金
の
規
制
に
反
し
な
い
こ
と
が

重
要
で
す
。
特
に
、
定
年
前
と
同
じ
業

務
を
担
当
さ
せ
る
場
合
、
同
一
労
働
同

■定年後再雇用規程（一部）の例

定年後再雇用規程

　本規程は、会社における定年後の再雇用制度について定めるものである。
（定年後再雇用）
第�１条　会社は、就業規則第〇条（定年）の規定に従い、定年退職する従業員が
希望する場合、定年後に、１年の有期雇用契約を締結し、65歳に達する日の属
する月の末日を限度に、再雇用社員として再雇用する。ただし、次の事由に該
当する場合を除く。

　①�　心身の故障のため業務に堪えられないと認められる場合
　②�　勤務状況が著しく不良で引き続き従業員としての職責を果たし得ない場合
　③�　就業規則第〇条（解雇）、第〇条（退職）に定める事由に該当する場合

（手続き）
第�２条　従業員は、定年後再雇用を希望する場合、定年退職日の〇か月前まで
に、会社所定の書式を提出して申請するものとする。

２�　会社は、前項の申請を受けて、従業員の希望、能力、経営状況、業務量等を
考慮して、従業員に対し、定年後再雇用時の労働条件について提示するものと
する。

（略）

（更新）
第�３条　再雇用社員が、第１条各号の事由に該当しない場合であって、更新を希
望する場合、再雇用契約を原則として１年間更新する。ただし、65歳に達する
日の属する月の末日を限度とする。

２�　前項の更新にあたって、会社は、再雇用社員の希望、能力、経営状況、業務
量等を考慮し、再雇用社員に対し、更新時の労働条件について提示するものと
する。

（略）

（配転）
第�〇条　会社は、業務上必要がある場合に、再雇用社員に対して、就業場所およ
び業務内容の変更を命ずることがある。

（略）


